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【研究のテーマ】 

日本の政策形成過程に関する一考察：地方制度調査会を中心にして 

【研究結果】 

本研究は、日本における現代の政策形成過程を解明するために、地方制度調査会を

対象として政府の政策立案過程を考察することを目的とする。従来、日本の政策形成

過程はボトムアップ型と形容されてきた。これは、民間の意見を基盤に政策が形成さ

れるというよりも、官僚が政策決定において主導的役割を果たす体制を指す。この伝

統的なプロセスは、戦後から 1990 年代にかけての高度経済成長を支えたが、その特徴

は専門性の重視、非公式な調整、与党による事前審査に求められる。1990 年代以降、

55 年体制の崩壊を契機に、小選挙区比例代表並立制の導入や中央省庁再編などの制度改

革を経て、日本の政策形成はトップダウン型へと移行した。この変化は「政治主導」、

とりわけ「官邸主導」として認識されており、首相のリーダーシップ強化、与党事前審

査の変容、政策決定の迅速化などがその特徴である。すなわち、21 世紀以降、日本の

政策形成は官僚主導のボトムアップ型から政治主導のトップダウン型へと大きく変化

し、政治体制と官僚機構の関係性の再編を象徴するものとなった。 

しかしながら、トップダウン型の政策形成といえども、首相が専制的に意思決定を独

占するものではない。民主国家である日本においては、官僚や政治家のみならず、専門

家や民間による政治参加も重要な役割を果たしている。地方制度調査会が総務大臣の諮

問を受け、地方自治制度のあり方や国と地方の関係性など長期的課題について専門的調

査・審議を行い、その成果を答申として提出する。この答申は、総務省が地方制度に関

する政策や法案を策定する際の重要な指針となる。本研究の調査により、地方制度調査

会は地方制度に関して専門性・諮問性・民主性・学術性といった機能をし、外部からの

過度な介入を受けることなく自主的に報告書を作成できる機関であることが明らかとな

った。つまり、地方制度調査会はシンクタンクとして位置づけられ、日本政府の政策決

定過程において専門的かつ中長期的な視点を提供する重要な役割を担っていると評価で

きる。日本のトップダウン型の政策形成過程は、ワンマン会社のような一方通行ではな

いものと考えられる。 
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